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■巻 頭 言

日本の “核武装"への危険
田母神前空

右派の月刊誌『will』 の1月 号は「田母神論文ど
こが悪い !」、さらに2月 号は「田母神論文を殺す
な !」 という特集を組んでいる。ここでは、日本の
“核武装"に ついての2月 号の危険な論調を紹介し、
コメントしたい (引 用の頁数は同誌同号)。 歴史的順
序を追って整理しよう。

① 「吉田茂さんは、晩年『こうなったら日本も一つ

核武装を考えてみませんか』と演説し、次の日の

新聞が大騒ぎになったことがあります」(堤尭氏
の発言、70頁、堤氏は元『文芸春秋』編集長・出
版総局長・常務)。 日時が不明確。再確認が必要。

② 「私は官房長官時代、早稲田大学の講義で、『岸信
介の「小型戦術核の保有は違憲ではない」という
答弁があります』といいましたが、これが『とん
でもない発言だ』と非難されました。……事実を
教えるのも駄目なんて、まるで焚書坑儒の時代の
ようです」(安部晋三元首相の発言、69頁 )。 小型
戦術核は全面核戦争の導火線になることを確認し
ておこう。

③ 次は、田母神俊雄前空幕長の最後の発言 (37-
38頁 )。 これが愛国のサムライか ?

「『非核三原則は絶対遵守‖』という宗教のよう
な考え方はやめるべきですね。私は『ニュークリ
ア・シェアリング・システム』 (平 時はアメリカ
が核を持っていて合同演習を行い、戦時になった
時に渡してもらう。アメリカはNATO加盟国に提
供している)の議論をすべきだと思うのですが、
それすら許されない。/日 本自ら所有しなくても、

こ信号

幕長問題の歴史的文脈

儀我 壮一郎
このシステムが取れれば核抑止力は格段に向上す
るし、アメリカは日本から逃げられなくなる。アメ
リカが経済的に衰えていくことを考えると、約束
どおりに守ってくれるかどうか分からない。米軍
だって撤退するかもしれない今、必要な論議だと
思います。/こ ういうことが政治の中で議論に
ならない。必要だと思うから自衛官が発言すると
『軍靴の音が聞こえる』『過激派』などと非難され
るわけです」。

田母神前空幕長は、まず米国の核兵器に便乗し
次に、「渡してもらう」ことで自衛隊の「核武装」
を目指す。この方法で、日本を軍事的に見捨てない
ように、米軍を引き止めると主張する。親交のある
アパグループの元谷外志雄代表は「核武装」論者
である。元谷代表は、積極的「改憲」論の森喜朗元
首相、安倍晋三元首相と協力関係にある。久間章生
元防衛大臣には「原爆投下」容認発言がある。

④ 麻生外相 (当 時)は、北朝鮮のミサイル騒動の
とき、ライス (前米国務長官)に「日本も核の保
有を考えざるを得ない」といった。中川昭一氏も
テレビで「憲法でも核保有は禁止されていない。
議論はあっていい」と発言した。(堤尭氏の発言、
69頁 )。 臨界点 !

【大阪市立大学名誉教授・商学博士】

(編集部注 :1928年 関東軍は張作森の乗った列車を爆破・殺
害したが、張作霧の軍事顧問として同乗していた儀我誠也少佐
は九死に一生を得た。儀我壮―郎氏は同少佐のご子息で、『張
作彬爆殺事件の真相』などの論文を執筆されている。)
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■解

原子炉開発路線の経緯と矛盾

今日では世界的に原子力発電は軽水炉が主流とい

うのが現状で、今後もそれが続 くものと信 じられて
いるように見える。しかし軽水炉中心の体系が、多 く
の問題を抱えなが らも何 とか発展できたのは、戦後

続いた大国主導の国際政治体制の結果といえる。

今、100年 に一度―一つまりは近代産業史上最

初一―の世界同時の経済破綻の収拾は、あらゆる世

界秩序の変動を伴わずして望めないところと思われ

る。それだけに、原子力 (平和利用)路線がこの50
年間、いかに技術以外の要因で どれほど (曲 げ ら

れ)、 影響されてきたか、それを省みることは、今後日

本の原子力が、そのあるべ き姿に立ち向かうために

も、極めて重要と考える。

核分裂の発見と東西冷戦
ここに1938年 12月 22日 の核分裂発見以来の歴史

を詳述する紙数はないが、簡単に回顧すると、そのわ

ずか 3カ 月後の翌1939年 2月 には、ウランが中性子で

分裂するとき数個の中性子が発生する事、そのうち
一個ほどは分裂の瞬間より1秒ほど遅れて出ること

(連鎖反応とその制御可能性 )、 続いて1年 あまりの間

に、分裂しやすいのはウランの同位元素のうち235で

あり、238の方は中性子を吸収して分裂性のプル トニ

ウムができること等々、原子力が軍事 (爆弾)と 平

和 (発電など)と 両面の利用が出来ることが判明し

た。その後今日まで、米ソなどの大国間の競争 。戦略
の渦の中に、何時も、「原子力」ももまれ続けてきた

のである。

戦後米ソの冷戦時代が続 き、原水爆の開発競争に

明け暮れた半世紀の間、実は平和利用 (原 子力発電

など)での米ソ間の「呪み合い」は早い時期から始

まっていた。すでに終戦翌年の46年 末、英仏加に先駆

けてソ連は、5500Kwと いう大型の研究炉を完成さ

せていて、米国もその急追ぶ りを警戒、ウランの禁輸

などの措置を講 じ始めてはいた。しかし核兵器面の

絶対優位を梃にしての戦後体制の構築に自信を持っ

ていた米国は、1949年 のソ連最初の核実験以降も、軍

事・平和両面の優位を信 じて、原水爆の強力化・軽量

化の開発・大量生産を精力的に進めていた。

米国はそのころ、平和利用では将来炉の選定につ

いて、きわめて系統的に、高速中性子と熱中性子の比

較、さらに減速材には (濃縮ウランを使うとしても、

中性子吸収の少ない)黒鉛・重水を中心に、冷却材と

燃料被覆材にも同 じく中性子経済がよく熱伝達性

のよいガス・Naな どの液体金属や鉄・ジルコニウム

等を比較検討 していた。その結果早 くも1951年 12月

2日 、米国が世界最初の発電炉を運転 したが、それは

「ナ トリウム冷却・高速中性子型のPu増殖の」発電炉

(100kW)で あった。そして将来の商業用原子力発電

はその延長線上を行 くものと考えられていた。

英国は軍事Pu生産用の黒鉛減速・炭酸ガス冷却の

東西対立が生んだ軽水炉の抱える問題

一久

炉に発電機を付け加えた、「コールダーホール改良

型」の二重目的炉を建設し、カナダは安い水力 と豊

富なウランを生かして「重水減速冷却型」の発電炉
を建設し、両国とも発電炉の輸出に動いていた。

「アイゼン八ワー声明」を生んだ衝撃
その頃の米ソ間の諜報合戦の真相は、今 日でも明

らかではないが、ソ連も平和利用面で原子力発電の

開発を進め、その技術で衛星国を囲い込もうしてい

ることは米国も知っていたに違いない。しかし米国
は上記のような英・カナダの発電炉輸出の動 きにも

あまり関与しなかった。

そこに降って湧いたのが、ソ連による1953年 8月 12

日の小型軽量の「乾式水爆実験」である。前年秋に

米国が実験 した世界最初の水爆は、液体重水素を運
ぶ延々 1キ ロの装置の付いた水爆「装置」で、兵器

にはほど遠いものだった。この瞬間、戦後8年続いた

米国の核兵器の圧倒的優位は大きく揺らいだ。
このソ連水爆のショックは、冷戦時代で米国が受

けた最初かつ最大のものだったと思われる。事実、ソ

連の乾式水爆実験後、米国は1958年 までの5年 間に、

ソ連の2倍 の150回 と核実験 も急増 させて開発 を急

ぎ、1963年 までの10年間、ソ連とともに地球大気の深

刻な放射能汚染を招いた。強い国際批判で、大気圏内

核実験「禁止条約」が発効 した後も、地下核実験を

重ね、両大国は壮絶な原水爆開発競争を展開した。

1954年 3月 1日 早暁、第五福竜丸を襲ったのは、米国

がソ連に追い付 くべ く急造 した、にわか造 りの「乾

式水爆」だつたのである。爆発力の推定も誤算し、穴

倉の中で実験結果の測定に携わっていた要員が一週

間も閉じ込められたという始末であった。 (オ キーフ

著『核の人質』など)

1953年 12月 8日 アイゼンハワー米大統領は、国連総

会で突然声明を発表、それまで秘密の扉に閉ざされ

ていた、原子力利用の情報解禁と積極的対外援助、そ

れに核物質の国際管理などの転用防止策を提案して

世界を驚かせ、世界は原子力発電時代に突入してい

く。この突然の平和利用解禁の、同大統領の真意は、

今日でも未だ明確とはいえないが、筆者の上記の「起

承転結」から言って、対ソ優位の保持ためであったこ

とはほぼ間違いないと思う。

追つかけてのソ連の世界最初の実規模 (?)原子力発電所

翌54年 6月 ソ連 は「実規模 の」 原子力発 電所

(5000Kw)の 運転開始と、10万Kw級発電所を

建設中と発表した。ソ連の先行は絶対許せずと、米国

は、それまでの炉系選定の方針を捨てて、潜水艦用の

原型炉 (軽水型)を 発電所に急違作 り直 して、3カ

月後には商業炉原型として建設を開始。同時に米は、

研究炉を建設したい国には 35万 ドルを援助する

と、自由諸国側の引き締めを図る。 (時 のAECのハフ
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当人か ら直接聞いたことだが、言羊細は次の機

碇ili洟珀餡宦援嘲丼ま:
みは、続 く。

インドの核実験で平和利用は垣根の中に
最初から原子力の輸出・輸入にはすべて、当事国の

政府間で必ず「協力協定」を結び、平和利用に限定することを担保してきたが、1974年、インドがカナダか
』Itim秒銭霧丼籍によ諄]‖
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てきた。

来今 日まで、非核兵器国で、再処理・濃縮 を行ってい
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であ り、日本の責任の重 さを認識す
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用の正常な言展

TMI事故、軍艦用原子炉と商業炉とは袂を別つ
周知のようにこの事故が原子力業界 に与 えた

シヨックは大きく、放出放射能は数十Ciで あったが、
カーター大統領の指示で広範囲の住民退避 も実行さ
れた。この事故が「炉心熔融」にまで到っていたかど
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た。しかし約1年後、解体検査の結果、かなりの熔融が
確認された。

丁度その頃米ソ間では、原港の、原水爆搭載のため
の大型化・量産の職烈な競争が展開されようとして
いたし、原子力空母の建造も始まろうとしてぃた。ま
たこの頃から、核兵器競争よりその運搬手段のミサ
イル・軍艦に米ソの呪み合いが重みを増 していただ
けに、米海軍はこの事故の原因分析は真剣であった。
つまり艦船乗員の多い狭い艦内で「炉心熔融」など
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フランスは、同じ米メーカーからの技術導入で日

でも「よろず米国頼みJの体質が、大きく尾を引い
ている。

日本は前記のように、非核国で唯一再処理・濃縮・

ぞζ占遺諾治予″ξttηt囁學乳晟島F」(颯蔭昌暫
労菖君會Ⅱ集暮彗筆]寒駈曇角層籍を実RP)TI
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でも、ガヴァナ ンスの欠如 を露呈 し続け

虜i分 :《翼呪吻亀:由勢li電
島

【元日本原子力産業会議専務理事・副会長】
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